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迅速裁判条項に関する判例法理の初期展開
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Wingo, 407 U.S. at 515.






























































































































































































　See, e.g., Note, Enforcement of Constitutional Right to a Speedy Trial, 39 J. Crim. 
L. & Criminol ogy 193 (1948) ; Note, The Lagging Right to a Speedy Trial, 51 Va. L. 
Rev. 1587 (1965).




























































　Id. at 122. なお，訴追の対象となっている販売行為が同一である点に関連して，法廷
意見は，時の経過が挙証責任を負っている訴追側にも影響を与えるということを考慮し
なければならない，と述べている。














































































（commission of oyer and teminer），未決囚一般を審理すべき職権











　Id. at 222 (citing Gideon v. Wainwright, 372 U.S. 335 (1963) ; Pointer v. Texas, 






　Id. at 224 (citing Sir Edward Coke, The Second Part of  t he Inst it ut es of  t he Laws 





















































　当時の問題状況については，次の文献を参照。See, e.g., Paul M. Shindler, Interjuris-
dictional Conflict and the Right to a Speedy Trial, 35 U. Cin. L. Rev. 179 (1966) ; 
Note, Effective Guaranty of a Speedy Trial for Convicts in Other Jurisdictions, 77 
Yal e. L. J. 767 (1968).




　Smith v. Hooey, 393 U.S. 374 (1969). Stewart 裁判官執筆の法廷意見のほか，Black 


































　Barber v. Page, 390 U.S. 719 (1968). Barber 判決の概要については，山田・前掲注
132頁以下，堀江慎司「証人審問権の本質について―アメリカにおける議論を中心
に―（二）」法学論叢141巻２号１頁（1997），３頁以下等を参照。









































































































































































































































ていた。See, e.g., Mann v. United States, 304 F. 2d 394 (D.C. Cir. 1962) ; Nickens 
v. United States, 323 F. 2d 808 (D.C. Cir. 1963) ; Ross v. United States, 349 F.2d 






















































　当時の裁判例の状況については，次の文献を参照。Note, Pre-Arrest Delay : Evolving 
Due-Process Standards, 43 N.Y.U.L. REV. 722, 727 (1968) ; Geroge J. Feulner Jr., 
Pre-Arrest Delays and the Right to Speedy Arrest : Apologia Pro Vita Ross, 11 Ariz. L. 




























　Dickey v. Florida, 398 U.S. at 47.




















































































































































































































States v. Kojima, 3 Hawaii Fed. 381 (1909). なお，本件は，諸文献に引用されている
ものの，原典にあたることができなかったため，やむを得ず，次の文献の引用を参照し













　See, e.g., Susan N. Herman, The Right  t o A Speedy Trial  And Publ ic Trial  : A 
Ref erence Guide t o t he Unit ed St at es Const it ut ion 167 (2006) ; Dickey v. Florida, 































































維持することも可能であろう。Dickey v. Florida, 398 U.S. at 46. See Note, The 
Lagging Right to a Speedy Trial, supra note 24 at 1614-1615 ; Alan L. Schneider, Note, 
The Rights to a Speedy Trial, 20 St an. L. Rev. 476, 490 (1968).
　See, e.g., Note, Statutes of Limitations in Criminal Law : A Penetrable Barrier to 
Prosecution, 102 U. Pa. L. Rev. 630 (1954). Dickey 判決と同じ年に示された Toussie 
判決においても，出訴期限制度の目的のひとつとして，「時の経過によって基本的な事実
が曖昧になった虞がある場合に，訴追に対する防御を強いられる個人を保護すること」































　Note, The Lagging Right to a Speedy Trial, supra note 24 at 1613-1614 ; Note, Pre-
Arrest Delay : Evolving Due-Process Standards, supra note 53 at 727 ; Feulner supra 
note 53 at 772 ; Note, Pre-arrest Delay May Be Violative of Due Process, 41 N.Y.U.L. 
Rev. 638, 640 (1966).






























　Note, The Lagging Right to a Speedy Trial, supra note 24 at 1617. この確立した区
別を破棄することについて，パンドラの箱を開けるようなもの，と評している。
　See Joel L. Widman, The Right to a Speedy Trial : Pre-Indictment and Pre-Arrest 
Delay, 7 Am. Crim. L.Q. 248 (1969), 251. See also Note, Constitutional Limits on 
Pre-Arrest Delay, supra note 50 at 679.
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と考える。また，いずれの説についても，その対象から除外した段階におけ
る，防御上の不利益への対応に関する考え方についても併せてみる必要があ
ると思われる。
結びに代えて
　本稿では，迅速裁判条項に関する連邦最高裁判所の初期の判例を取り上げ，
主に，その趣旨，及び対象範囲について，議論を整理，分析した。
　最初期の Beavers 判決において，条文上，制限が設けられていないにもか
かわらず，特に理由付けが明らかにされないまま，迅速な裁判を受ける権利
について，公共の利益による制約が認められた。その後，約半世紀に及ぶ空
白期間があったものの，同判決を基軸として，条項の趣旨など，いくつかの
重要な判断が示され，修正６条の他の条項に比すれば，緩やかにではあった
が，判断枠組みの構築が押し進められていった。そして，1967年の Klopfer 
判決によって，迅速裁判条項の州への適用が認められ，続く２つの判決にお
いては，州の刑事手続との関係で，憲法違反との判断が示されるまでに至っ
た。しかし，そのうちのひとつである Dickey 判決において，従前の傍論に
依拠した判断枠組みの採否をめぐって，連邦最高裁判所内部で意見の対立が
あることが明らかとなった。この対立は，条項の趣旨とされるⅰ身体の自由
の保護，ⅱ精神的自由の保護，ⅲ防御権の保護のうち，ⅲを独立の目的とみ
るか否かに起因している。しかし，その制定趣旨は明らかではなく，条項の
趣旨の理解としての適否を判定することは困難なため，各論において，ⅲを
独立の目的とみる立場からの解釈と，これを副次的な目的とみる立場からの
解釈の妥当性をはかることによって，遡って各々の基本的立場の説得性を判
定するしかない状況にある。その中で，迅速裁判条項の対象範囲という問題
は，条項の趣旨の観点から議論されるべき，主たる論点の１つとして位置付
けられている。そして，Dickey 判決の翌年1971年から，連邦最高裁判所にお
いて，この各論に関する判断が，順次，示されていくことになるが，これに
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関しては，本稿の分析をもとに，稿をあらためて検討することにしたい。
＊本稿は，科研費（23730067）の研究成果の一部である。
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